


















































結果、1 年 10 カ月にも及んだ委員会の報告書には「住宅にはある種の公共性がある」との文言が入
れられた。しかし、残念ながら、住宅再建に公的支援を求める勢力にとって決定打とはならなかった。
「復興基本法で国を抑え込む」という廣井先生と私の思いは、災害を研究する各地の大学に説明して
も受け入れてもらえず、いたずらに時が過ぎた。阪神・淡路大震災から 15 年を目前に控えた 2003 年、
ちょうど文部科学省の研究拠点形成等補助金事業、21 世紀 COE プログラムに「『人類の幸福に資する
社会調査』の研究」が採択され、災害研究にも力を入れるようになっていた関西学院大学がわれわれ
の思いを受け止め、兵庫県の元知事・貝原俊民氏（故人）や齊藤富雄・副知事（当時）らの支援を受
けて、2005 年 1 月 17 日、災害復興制度研究所を創設した。そして、もちろん研究所規定には「人文・
社会科学系の災害復興制度研究における全国的拠点を形成し、《災害復興基本法》の素案を提案する」
（第 3 条 3 項）という「Stretch	Target（難易度の高い目標）」が盛り込まれた。
しかし、基本法の草案づくりは、思ったより平坦な道のりではなかった。初年度、2 年目は法制度



















































1989 年 10 月 17 日、米国サンフランシスコ郊外で起きたロマプリータ地震で大きな被害を受けたカリ
フォルニア州サンタクルーズ地域は、地域住民も交えた復興委員会を立ち上げ、徹底した議論の末に
復興計画をまとめた。このビジョンのように、まちづくりも経済復興も被災者の立場から考え抜かな
ければいけないと考えたからだ。
ここにきて人間復興の概念図が、おぼろげながら見えてきた。被災地に復興特区を設け、復興交付
金のような形で財源を被災自治体にまかせる。復興は、その被災地の尺度にあったものでなければな
らない。ゆえに復興事業は地方分権で進められるべきだ。とはいえ、分権は、角度を変えれば地方の
首長に対する権力のお裾分けともいえる。被災者の権利を確保するためには、復興基本法によって、
その原理・原則を定めておく必要がある。その原則を具体化し、地方政府を監視する方法として政策
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評価委員会のような組織を立ち上げる必要があるだろう。その組織も従来のような地方権力の一端を
担う団体代表ではなく、裁判員裁判制度のように一般の被災者の中から委員を選抜する仕組みをつ
くっておくべきだ。こういった議論をもとに制度設計を進めた。
ただ、「地震は自然現象、震災は社会現象、復興は政治現象」という言い回しがある。この伝からい
えば、さしずめ、ここに紹介する基本法はきわめて政治的かもしれない。当然、立場を異にする人た
ちからは相当の批判があるだろう。
だが、後藤新平が災害からの再起・再生に「復興」という二文字を採用したときから、被災者は復
興の踊り場に取り残され、「救貧」の枠組みに押し込められることになった。空間復興であれ、創造的
復興であれ、為政者の思い描く復興は、国家の、都市の「Renaissance」であって、被災者の「restart」
ではない。統治的復興は、個人的価値を超越した社会的価値の最大化に復興政策の重点を置く。だ
が、それは往々にして被災者の数を災害の規模を示す記号として扱い、漠然とした「復興感」という
言葉のもとに個々の無念を消化してしまう。福田徳三が唱えた「人間の復興」とは、「人間の」という
形容詞を冠することで、復興を「統治者」から、被災者一人ひとりの手許にたぐり寄せた。KOBE	の
ボランティアが掲げる「最後の一人」まで再起を見届けるという、まさに「復興の個人主義」への価
値転換であったといえるだろう。人間復興の主張はこれまであまりにも少数派で、しかも、ひ弱で
あった。だからこそ、われわれは「復興基本法」を足掛かりに「復興リベラリズム」の理念を構築し、
制度の体系化を進めていく作業をこれからも続けていかなければならない。
最後に災害復興基本法策定チームの顔ぶれを示す。（50 音順）
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